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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成21年６月26日に提出いたしました第95期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）の有価証券報告書の記載内容

の一部に訂正を要する事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

２　財務諸表等

(1）財務諸表

注記事項

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所には＿を付し表示しております。
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第一部【企業情報】
 

第５【経理の状況】
 

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（リース取引関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

区分
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

595 369 226

有形固定資産
その他

443 353 89

無形固定資産
その他

111 87 23

合計 1,150 810 339

　

（注）取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 163百万円

１年超 226百万円

合計 389百万円

　

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

 

支払リース料 208百万円

減価償却費相当額 208百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な

減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおり

であります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、重要性が乏しいため記載を

省略しております。

 

（貸主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引における貸

主側については、すべて転リース取引によるものであ

り、上記のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31

日以前のリース取引については、重要性が乏しいため

記載を省略しております。

 

（転リース）

　転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金

額で連結貸借対照表に計上している額については、重

要性が乏しいため記載を省略しております。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸主側）  

未経過リース料期末残高相当額  

 

１年内 18百万円

１年超 32百万円

合計 51百万円

　

 

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。

 

　なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件で

第三者にリースしているのでほぼ同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ

ております。

 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 

１年内 27百万円

１年超 85百万円

合計 113百万円

　

（貸主側）

未経過リース料

 

１年内 403百万円

１年超 6,685百万円

合計 7,088百万円

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

 

１年内 27百万円

１年超 58百万円

合計 85百万円

　

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

 

１年内 403百万円

１年超 6,281百万円

合計 6,685百万円

　

（減損損失について）

同左
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（訂正後）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

区分
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

595 369 226

有形固定資産
その他

443 353 89

無形固定資産
その他

111 87 23

合計 1,150 810 339

　

（注）取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 163百万円

１年超 226百万円

合計 389百万円

　

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

 

支払リース料 208百万円

減価償却費相当額 208百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　主として生産設備（機械装置及び運搬具）であ

ります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な

減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおり

であります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

428 310 118

有形固定資産
その他

110 92 17

無形固定資産
その他

33 24 8

合計 572 428 144

　

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸主側）

未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 18百万円

１年超 32百万円

合計 51百万円

　

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。

　なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件で

第三者にリースしているのでほぼ同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ

ております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 

 百万円

１年内
69
(5)

１年超
86
(6)

合計
156
(11)

　

　上記（　）内書は、転貸リース取引に係る未経

過リース料期末残高相当額であります。

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

 

支払リース料 97百万円

減価償却費相当額 97百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（貸主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損

失累計額及び期末残高

 

 
取得価額
（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

建物及び構築
物

889 633 256

機械装置及び
運搬具

190 182 8

合計 1,080 815 265
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (2）未経過リース料期末残高相当額

  

 百万円

１年内
63
(5)

１年超
463
(6)

合計
526
(11)

　

 　上記（　）内書は、転貸リース取引に係る未

経過リース料期末残高相当額であります。

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額

が、営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しております。

 (3）受取リース料及び減価償却費

  

受取リース料 58百万円

減価償却費 30百万円

　

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 

１年内 27百万円

１年超 85百万円

合計 113百万円

　

（貸主側）

未経過リース料

 

１年内 403百万円

１年超 6,685百万円

合計 7,088百万円

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

 

１年内 27百万円

１年超 58百万円

合計 85百万円

　

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

 

１年内 442百万円

１年超 6,432百万円

合計 6,875百万円

　

 ３．転リース

 　転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金

額で連結貸借対照表に計上している額については、重

要性が乏しいため記載を省略しております。

 （減損損失について）

 同左

 （追加情報）

 　「リース取引に関する会計基準」（平成19年３月30

日改正）等の適用に伴い、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前の不動産に係るリース取引について、

当連結会計年度より注記対象としております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

【注記事項】

（リース取引関係）

（訂正前）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

区分
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 34 23 10

工具器具備品 251 203 47

ソフトウェア 41 36 4

合計 327 264 63

　

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 39百万円

１年超 23百万円

合計 63百万円

　

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

 

支払リース料 67百万円

減価償却費相当額 67百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、重要性が乏しいため記載を

省略しております。

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 

１年内 27百万円

１年超 85百万円

合計 113百万円

　

２．オペレーティング・リース取引

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

 

１年内 403百万円

１年超 6,281百万円

合計 6,685百万円
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸主側） （減損損失について）

未経過リース料 　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

１年内 430百万円

１年超 6,770百万円

合計 7,201百万円

　

 

（減損損失について）  

　リース資産に配分された減損損失はありません。  
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（訂正後）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

区分
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 34 23 10

工具器具備品 251 203 47

ソフトウェア 41 36 4

合計 327 264 63

　

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 39百万円

１年超 23百万円

合計 63百万円

　

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

 

支払リース料 67百万円

減価償却費相当額 67百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　主として事務機器（工具器具備品）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車輌運搬具 8 5 3

工具器具備品 104 84 20

ソフトウエア 10 8 1

合計 123 98 25

　

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 

 百万円

１年内 20

１年超 4

合計 25

　

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

 

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28百万円

　

EDINET提出書類

セントラル硝子株式会社(E00769)

訂正有価証券報告書

10/12



前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（貸主側）

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額減損損

失累計額及び期末残高

  

 
取得価額
（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

建物 3 2 0

構築物 886 630 255

機械及び装置 190 182 8

合計 1,080 815 265

　

 (2）未経過リース料期末残高相当額

  

 百万円

１年内 58

１年超 456

合計 514

　

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額

が、営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しております。

 (3）受取リース料及び減価償却費

  

受取リース料 58百万円

減価償却費 30百万円

　

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 

１年内 27百万円

１年超 85百万円

合計 113百万円

　

２．オペレーティング・リース取引

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

 

１年内 442百万円

１年超 6,432百万円

合計 6,875百万円
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸主側）  

未経過リース料  

 

１年内 430百万円

１年超 6,770百万円

合計 7,201百万円

　

 

（減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。 　リース資産に配分された減損損失はありません。

 （追加情報）

 　「リース取引に関する会計基準」（平成19年３月30

日改正）等の適用に伴い、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前の不動産に係るリース取引について、

当事業年度より注記対象としております。
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